｛意見書ひな形｝
「子ども・子育て支援新制度」実施に向けて
予算確保に対する意見書
２０１５年４月より実施予定の「子ども・子育て支援新制度」は国や自治体の作業の遅れと、決まっていないことが多くあるなかで、受付作業がはじまり不安と混乱が広がっている。とりわけ公定価格など、国の予算が決まらず、保育料の決定も遅れている。
　この新制度実施には、１、１兆円の財源が必要とされ、その財源は、消費税率１０%を前提に消費税分から７、０００億円が充てられることになっていた。しかし、消費税率引き上げの時期が1年半先延ばしになり、残り４、０００億円の確保の目途もたたないまま、衆議院が解散し益々財源確保に不安が広がっている。保育所運営の予算の目途も立たず新年度の準備が始まっているが、このままでは新年度を迎えることができない状況にある。
　不安定な消費税に財源を求めれば、毎年このような不安を抱えるのは必至である。日本の将来を背負って立つ子どもの教育・保育は、本来国の責任で行うべきである。しかし、日本は経済大国でありながら、保育・教育にかける公的支出は先進国では最低レベルである。

　国民的課題である少子化対策も含め、政策の優先順位を見直し、未来への投資として、保育・子育て支援への大幅な公費投入が必要だと考える。
よって、国・国会におかれては、子どもの権利を最優先に、子どもの発達を保障する為の安定した財源の確保を図られるよう、下記の事項について強く要望する。
１、保育・子育て支援に必要な予算は、不安定な消費税収入に頼るのではなく、国の財政にきちんと位置付けるべきである。
以上地方自治法第９９条規定により意見書を提出する。
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